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研究結果

の概要 

 
※詳細は別

紙により 

報告 

１ 研究の目的と内容 

本研究会では、昨年度「人権カレンダー2021」を作成し、小中学校並

びに教育委員会等に配布をした。作成した「人権カレンダー」について、

活用後の感想等を情報として収集し、「人権カレンダー」の改善・充実に

役立てるとともに、各月に掲載した内容については、社会情勢等を踏まえ

内容の更新・新たな内容を開拓し、次年度の「人権カレンダー」に生かす

ことを目的とする。 

 

２ 配布した「人権カレンダー」の作成趣旨と特長について 

人権教育の重要性をSDGsの視点から再確認するとともに、人権教育を

計画的に実施するための指導資料としてカレンダー上に人権問題に関する

トピックを提示した。掲載する内容は、指導行う際に、必要性の高いもの

で、SDGsから言っても重要なトピック２事例を選択した。 

・各月に人権問題（トピック）を当てはめSDGsのロコを対応させた。 

・人権問題（トピック）に関する解説と解決に向けた呼びかけを入れ込ん

だ。 

・より詳しい情報を得るために、関連諸機関のURLをQRコードで表示し

た。 

・来月に掲載される人権問題（トピック）を来月の予告として表示した。 

 

３ 調査方法とおよその内容について 

「人権カレンダー」配布した関係者にメールにてアンケートの回答を求

めた。 

・「人権カレンダー」の趣旨について ・内容について ・レイアウト

について 

 ・配布後の活用方法について 

 

４ アンケート結果から分かる「人権カレンダー」の活用状況等について 

人権カレンダーを使用した反応については、全般的に肯定的で、特に回

答者全員が良かったと回答した項目は次の3点である。 

○「SDGsを踏まえた人権教育は、時宜にかなったものである」 
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○「カレンダー内のコメント（トピックの説明）は分かりやすかった」 

○「SDGsがカレンダーとトピックと関連していることは使いやすさにつ

ながった」 

さらに、高い肯定率であったのが次になる。 

○「人権教育とSDGsは関わっている考えさせられた」 

○「人権課題は、世界的課題であると考えるきっかけとなった」 

○「トピックと説明表示は使いやすさにつながった」 

SDGsと関連させた「人権カレンダー」の作成趣旨は賛同を得た結果と

なった。SDGsを接続させたことで、負のイメージと捉われがちな人権問

題について意識を変えるきっかけとなったと考える。また、SDGsと人権

問題は密接に関わり合い、共生・共創社会を目指していることを改めて考

えさせることにつながった。 

 

５ 「人権カレンダー」を使用した回答者の「人権」に対する関心について 

「来年も残したいトピック」を尋ねて、回答者の「人権」に対する関心を

調査したところ、次の７つの項目（トピック）は60％の肯定率を示した。 

例）・児童の権利条約、・男女共同参画週間、・社会を明るくする運動、 

・広島・長崎原爆忌､・世界子どもの日、・児童虐待防止推進月間、 

・人権の日 

しかし、ほとんどのトピック（１６項目）については、肯定率31%-

60%未満となった。 

これらのトピックは肯定率に差はあるものの人権問題としての課題認識

や当事者意識においてあまり強くない内容と分類できる。 

要因として、次のようなものが考えられる。 

⑴ 記念日（トピック）の名称が人権問題として想起しにくい。 

（例：憲法記念日・老人の日） 

⑵ 良く知られた人権問題であるが当事者意識に課題がある。 

（例：世界ハンセン病の日） 

⑶ SDGsと関連しているが、身近な人権問題に捉えにくい。 

（例：国際識字デー・国際友愛の日） 

どの要因でも、記念日の設定した意図や経緯を含め、人権問題として正し

く理解していく必要がある。 

 

６ 「人権カレンダー」の活用について 

アンケートから出された活用方法については、およそ次のようなものにな

る。 

➀ 職場（教育委員会・学校・学級など）のカレンダーとして掲示し、職場

での話題にした。 

② 学校だよりの巻頭言に取り上げ、身近な人権問題として呼び掛けた。 

③ 職場内の朝会や、全校朝会での話題として提示した。 

④ 人権教育年間指導計画を作成する上で、人権カレンダーのトピックを活

用した。 

⑤ 総合的な学習の時間の課題にしたり、調べ学習の視点として取り上げた

りした。 
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⑦ 委員会活動として人権問題を取り上げた際に参考にした。 

⑧ SDGsの学習（ワークショップ）をした際に、資料として配布した。 

 

  活用例を見ると、職場や学校など、人が集まる場所に掲示して、話題にし

たり紹介したりする事例が多い。SDGsを合わせて掲示したことで、自分たち

ができることを考える活動や標語・ポスター作りにつながった事例もある。

多くの人の目に触れ、その場の人たちの会話が深まる工夫をすることが、人

権問題を身近に感じ、さらに深い学びへつながる手立てとなると考える。 

 

７ 「人権カレンダー2022」作成の際の改善点について 

⑴ 職場で話題にしてもらう工夫 

・トピックの説明に当該問題への現実を認識する数値や豆知識、当事者と

しての意識を駆り立てる内容（スローガン・子供の俳句）を入れ込む。 

・QRコードにはなるべく動画を入れ、授業に使えるようにする。特に、

広島・長崎原爆忌では被爆者の体験談が動画で見られるようにする。 

・掲載したトピックに該当する日付に「人権」のマークを入れ意識づけ

る。 

⑵ より多くの人に見てもらう工夫 

・「人権カレンダー」を研究会のHPからダウンロードできるようにし、

気軽に送信したり印刷したりできるようにする。 

 

⑶ 「人権カレンダー」の感想・意見を回収できる工夫 

・カレンダー内にアンケート用のQRコードを入れ込む。 

⑷ 「人権カレンダー」を活用し実践につなげる工夫 

・アンケートで回収した実践例を「人権カレンダー」の最初に例示する。 

⑸ SDGsの人権問題をリンクできるようにする工夫 

・人権問題をSDGsの番号ごとに整理した一覧表を提示する。 

⑹  人権問題をSDGsの視点からより多面的に捉える工夫 

SDGsの視点として取り上げていない内容を見つけ出し、差し替える。 

・SDGs８「働きがいも経済成長も」：児童労働に反対する世界デー 

・SDGs６「安全な水とトイレ」：世界トイレ・デー、国連「世界水の日」 

 

 

その他

特記事項 

・教育研究グループ支援助成金をすべて使って「人権カレンダー2022」の印刷に当

て、希望する学校関係者に配布する予定である。 
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＜アンケート結果について＞ 

１ 人権カレンダーについての反応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「人権カレンダー掲載トピック」の希望と人権に対する回答者の関心度について 
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人権カレンダーは人権教育へ生かすことが…

SDGSを踏まえた人権教育は、時宜にかなっ…

コメントは分かりやすいものだった

コメントは身近な問題として受け止められた

人権教育とSDGSがかかわっていると考えらた

人権課題は、世界的な課題と考えるきっか…

人権教育で扱う内容は身近な課題でもある…

SDGSが表示されていることは使いやすさに…

トピックと説明表示は使いやすさにつな…

関連した資料（QRコード）は使いやすさに…

来月のトピックの予告は使いやすさにつな…

人権カレンダーについてのアンケート

大変そう思う そう思う あまり思わない 全く思わない
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３ 人権カレンダーの活用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 活用実践例 
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＜今年度作成した「人権カレンダー2022」＞ 
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